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トラック、鉄道貨物、海運、港湾運送、航空、倉庫、荷主、産業（物流機器・物流システ
ム）など、多面的な視点で最新情報をいち早く届ける物流業界ナンバーワンにしてオン
リーワンの専門紙。北海道から九州まで８つの拠点で、全国をカバーしているのも業界唯
一で、多面的・客観的な切り口での正確な報道を展開
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本日のテーマ

①「2024年問題」とは

②「物流２法」から「新物流２法」へ

③物流効率化に対する荷主などへの規制措置（物流効率化法）

④多重下請け構造の是正（改正貨物自動車運送事業法）

⑤「標準的な運賃」の普及

⑥「トラックＧメン」などの展開
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①｢2024年問題」とは

◎2018年12月8日

働き方改革関連法が成立

◎2019年4月1日

時間外労働の上限規制が大手一般職から段階的に適用（一般則：年間720時間以内）

◎2024年4月1日

5年間適用が猶予されたトラックを含む自動車運送事業で適用（特例則：年間960時間

以内）

ドライバーの労働時間の削減で走行距離が短縮されモノが運べなくなる。ドライバーの

賃金も減り、物流の担い手不足が加速するなどの問題の総称が「2024年問題」
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ただ、「2024年問題」の根源は、1990年まで遡る

貨物自動車運送事業法＋貨物利用運送事業法＝「物流２法」

・事業参入：免許制→許可制

事業者数４万社から６万３千社に＝バブル経済崩壊し、過当競争に

・荷主との直接契約から物流子会社を介しての契約→多重下請け構造が深化

トラック運送事業者の運賃水準が下落、ドライバーの労働条件も悪化

「他産業より労働時間が２割長く、賃金が１割安い」産業に！
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2010年代、再規制へと舵を切る！

◎2018年12月

貨物自動車運送事業法改正（議員立法）：改正の肝は「荷主規制の強化」と「標準

的な運賃の導入」（24年4月までの時限措置）

◎2019年6月

荷主・元請事業者に対する法的措置導入：「働きかけ」「要請」「勧告・公表」

→のちに「トラックＧメン」に強化

◎2020年4月

標準的な運賃を告示（国土交通相が告示する参考運賃）
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上限規制適用まであと１年、「2024年問題」が叫ばれる

◎2023年3月31日

国土交通、農林水産、経済産業相などで構成の政府「物流関係閣僚会議」発足

◎6月2日

関係閣僚会議で「物流革新に向けた政策パッケージ」が決定

（1）商慣習の見直し（2）物流の効率化（3）荷主・消費者の行動変容

◎６月14日

議員立法を改正： 「荷主規制の強化」「標準的な運賃の導入」の事実上無期限延長
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◎2023年10月6日

「物流革新に向けた緊急パッケージ」を関係閣僚会議で決定

◎12月26日

荷主・物流事業者の業界団体・事業者に求めていた自主行動計画の公表

◎2024年2月16日

関係閣僚会議が「2030年度に向けた中長期計画」（ドライバーの賃金10％アップの目標設

定など）
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出典：内閣官房
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②「物流２法」から｢新物流２法」へ

2024年4月、時間外労働の上限規制がスタート

「24年度がゴールではなくスタート」が共通認識

政策パッケージで打ち出した「荷主・元請事業者への規制的措置」「業界の多重

下請け構造の是正」むけ法整備に着手

◎4月26日 通常国会で、物流効率化法（物効法）と改正貨物自動車運送事業法が成立

物流２法からの大幅な政策転換 「新物流２法」（シン・物流２法）

参院本会議で賛成多数で可決
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「新物流２法」では衆参両院で極めて異例の17項目にわたる付帯決議

例

・トラックＧメン、厚労省、公取委などの連携で、悪質荷主に対し、積極

的に勧告・公表

・標準的運賃を毎年見直し

・適正化事業実施機関（トラック協会）の指導員の権限を強化

⇒「Ｇメン調査員」（8月から順次任命）

・「専業水屋」の実態把握・規制措置導入も含めた対策

⇒国交省が8月に検討会を発足、実態調査を実施

など
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③物流効率化に対する荷主などへの規制措置（物流効率化法）

物流効率化法の基本方針：「物流は国民生活や経済活動を支える重要な社

会インフラ」と初めて明言。その上で、荷主も物流を担う主体、と言及

発・着荷主・元請事業者への規制措置を規定

▼物流効率化法の条文より抜粋
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(1)2025年4月施行（予定）

・発・着荷主、フランチャイズチェーン本部、物流事業者（トラック、鉄道、船舶、

港湾運送、航空、倉庫）に対し、物流効率化のため取り組む措置の努力義務を課す。

国が判断基準を策定

(2)2026年4月施行（予定）

・(1)の事業者のうち、一定規模以上の特定事業者に対し、中長期計画の作成、定

期報告を義務付け。計画の実施が不十分な場合、国が指導、助言、調査、公表を実施

・「特定荷主」に物流統括管理者（ＣＬＯ）の選任を義務付け

※計画が不十分な場合の勧告・命令違反、ＣＬＯの選任義務違反には最大100万円の罰則
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法施行に向け、国交、経産、農水省の合同会議が発足（6月～）

●基本方針：国が定める運送・荷役の効率化に関する事項

・将来にわたり必要な物資が確実に運送されるよう、物流関係者が協力。輸送の効

率化や共同輸配送、モーダルシフトなどを通じた脱炭素化社会実現

目標＝１運行あたりの荷待ち・荷役時間を計2時間以内

全トラック輸送の５割の車両で積載率50％

脱炭素物流の実現に貢献

国交、経産、農水省合同会議の初会合（6月28日）
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●判断基準：国が定める運送・荷役の効率化に関する事項

(1)荷主

・積載率向上＝適切なリードタイム確保、繁閑差の平準化、納品日の集約など

・荷待ち時間短縮＝出荷・納品日時の分散、トラック予約受付システムの導入など

・荷役時間の短縮＝荷役効率化に貢献する機器・標準パレットの導入、商品識別タグ

など効率的な検品の実施、フォークリフトの導入、荷役作業員の適切な配置など

・その他＝物流データ標準化、標準的運賃を参考にトラック事業者と運送契約締結など
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(2)連鎖化事業者（ＦＣ本部など）

・積載率の向上＝適切なリードタイム確保への協力、繁閑差平準化、納品日集約など

・荷待ち時間短縮＝納品日時の分散

・物流データの標準化など

(3)トラック事業者

・積載率の向上＝共同輸配送など輸送網の集約、配車・運行計画の最適化のシステム

導入、大型車両の導入など

(4)倉庫業者など

・荷待ち時間の短縮＝到着時間の調整、トラック予約受付システムの導入など

・荷役時間の短縮＝荷主からの要請に基づく適正な価格転嫁に基づくパレットなどの

用意、フォークリフトの導入、荷役作業員の適切な配置、貨物量に応じたバースな

ど荷さばき場の拡張など
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●特定事業者の指定基準

基準値案

国交、経産、農水省合同会議の第２回会合より
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●物流統括管理者

◎要件＝自社の物流全体を統括管理する者として、基本的に役員・執行役員などの経営層

から選任

◎業務内容

・物流効率化の中長期計画・定期報告の作成

・貨物運送の業務全般の状況に関する報告の作成

・物流、調達、販売など社内の関係部門の連携体制の構築

・運送・荷役の効率化に関する職員の意識向上に向けた社内研修などの実施

・物流効率化のための取引先の物流統括管理者などとの連携・調整

など
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●中長期計画・提供の記載事項

荷主業界団体の意見

・荷待ち時間と荷役時間は分割せずに合算で計測すべき（経団連）

・時間計測の基準は、原則入退構時刻とすべき（経団連）

・計測は全数ではなくサンプリング調査とすべき（経団連）

・設備投資の観点から早い段階で簡便な推計方法を提示すべき(日商）

・拘束時間の抑制、荷役などの効率化、拘束時間の支払いが荷待ちの2時間ルールよ

りも重要と考える(全農）

荷主側の負担増加は理解できるが、骨抜きにされる可能性も
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④多重下請け構造の是正（改正貨物自動車運送事業法）

●2025年4月施行（予定）

(1)実運送事業者が適正な運賃を収受できるよう、運送契約の締結に際して、提供業務の

内容や、対価（付帯業務、燃料サーチャージなどを含む）などについて記載した書面交

付を義務付け

(2)元請事業者に実運送体制管理簿の作成を義務付け

(3)下請事業者への発注適正化への努力義務を課すとともに、一定規模以上の事業者に適

正化に関する管理規程と管理者の選任を義務付け

※書面交付の義務付けと下請事業者への発注適正化の努力義務は利用運送事業者も対象
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●実運送体制管理簿

・必須記載事項＝実運送事業者の名称、貨物の内容、運送区間、請負階層

・様式は自由
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⑤「標準的な運賃」の普及

●トラック運送業が法令を順守し、持続的に事業を行えるようにするための参

考運賃（運賃表、待機時間料など）として国交相が20年4月に告示

●「2024年問題」に対応するため、24年3月に新たな標準的な運賃を告示

・物価高などを踏まえ、運賃水準を平均8％引き上げ

・荷役作業ごとの「積込料・取卸料」を新設（30分単位）

・「下請け手数料」を設定（各次10％）

・荷主、トラック事業者双方が運賃・料金を記載した電子書面を交付

・共同輸配送を念頭に「個建運賃」を設定

・リードタイムが短い運送に対する「速達割増」や、有料道路を利用しない

ことによるドライバーの負担を考慮した割増しの設定 など

●併せて、標準運送約款も改正し、運賃以外のサービス内容（荷待ち、荷役作

業など）の明確化、契約時の書面交付などを新たに規定（24年6月～）
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しかし、標準的運賃の普及状況は道半ば

・標準的運賃に基づくトラック事業者による運賃変更届出数は60・1％（7月末現在）

・届出数の地域格差が大きい＝高知県90・7％、兵庫県30％（同）

・届け出済みでも実際の運賃に反映できたケースはかなり少ないとみられる

・コンペ（競争入札制）を導入する荷主が出てきた。当然、標準的運賃に遠く及ばない水
準で契約
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⑥「トラックＧメン」などの展開

●トラックＧメンとは

正式には「トラック荷主特別対策官」。トラック事業者ではなく、実際に荷

物を運ぶ実運送事業者の適正取引を阻害する疑いのある荷主・元請事業者の

監視・指導体制を強化した「専門部隊」

●体制

国交省の物流・自動車局、10エリアの地方運輸局、各都道府県などの運輸支

局の職員162人

イメージ？
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●何をするか

適正取引の違反が疑われる悪質な荷主・元請けに対し、法的措置を実施

法的措置は 「働きかけ」→「要請」→「勧告・公表」の３段階

※19年7月から制度はあったが、Ｇメン創設で執行体制を強化

●悪質な違反とは

「長時間の荷待ち」「契約にない付帯業務（倉庫や売り場での荷役、商品の

陳列、ラベル貼りなど）」「無理な配送依頼」「過積載運行の指示」など

●効果

・働きかけなどの法的措置を計811件実施（24年6月末現在）

Ｇメン創設前：月平均1･9件 創設後：同61・6件

・創設前は皆無だった「勧告・公表」を２件実施

荷主＝王子マテリア、元請＝ヤマト運輸
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●課題

・人員が足りない

・地方のＧメンにできることに限界

・荷主からの「身バレ」を恐れ、トラック事業者が情報提供してくれない

改善に向け

(1)地方のＧメンに対する権限を強化（23年7月～）

→「要請」の発出が可能に

→発地と着地のＧメンによる広域調査の実施検討

（中国運輸局など）

(2)全国のトラック協会の職員を「Ｇメン調査員」

に選任

物流ニッポン24年8月27日付
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課題の改善に向け

(1)地方のＧメンに対する権限を強化（24年６月～）

→「要請」の判断も可能に

→荷主パトロール（身バレ対策）

→発地と着地のＧメンによる広域調査の実施の検討

(2)全国のトラック協会の職員を「Ｇメン調査員」に選任（24年8月～）

全都道府県と北海道の地区協会から108人以上を選任。トラックＧメンと協力し、

情報収集体制を強化

イメージ？
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荷主・元請けの監視指導は、トラックＧメンだけではない！

●厚生労働省＝全国の労働基準監督署の「荷主特別対策担当官」

●中小企業庁＝下請Ｇメン

などとの連携を強化。荷主やトラック事業者との合同ヒアリング実施

更に、政府与党が検討する下請法の改正で、

荷主によるトラック事業者への買いたたき行為を対象とすることを検討中

現在は、独占禁止法に基づく物流特殊指定に基づき監視してきたが、執行力が弱い

24年6月に初めて立ち入り検査を実施（約20年間で1件）

25年の通常国会で改正案提出へ
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●最後に（荷主に求められること・求めたいこと）

・荷主は物流の傍観者ではなくメインプレーヤー

・着荷主も物流の改善に責任を負い、発荷主は顧客（着荷主）に対し協力を求める責務を負う

・標準的運賃は単なる参考運賃ではなく、業界基準。事業者との値上げ交渉に応じるべき

・値上げの要請にも応じない、値上げを求めた事業者の契約を打ち切るなど「安かろう悪かろ
う」な事業者への乗り換えは厳禁
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続き

・安易な競争入札制は慎むべき。もし導入する場合は、ＳＱＤＣＭ（安全、品質、納期、コス
ト、マネジメント）などの各視点での総合評価が必須

・トラックＧメンは特別な権限が与えられた国の公的機関。情報提供を行った、あるいは行っ
た可能性があるとして、詮索・牽制・注意・指導、契約の打ち切りは言語道断！

「新物流２法」の施行を契機に、持続可能かつ未来志向の物流を荷主、トラック事業者をは
じめ物流に関わるすべての関係者で創り上げていくことが求められる

それには、ドライバー・物流業界、荷主・消費者、そして社会の「三方良し」の実現が必須

全ての関係者が真の幸福を追求するためのルール、それが「シン・物流２法」

© 物流ニッポン新聞社 All rights reserved.



ご清聴ありがとうございました
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